[民法]
つぎの【事実】を読んで、下記の〔設問〕に答えなさい。
【事実】
1. Ａは、2023年10月29日、Ｂに対し、自己（＝Ａ）所有の甲土地を自動車（以下、「本件自動車」という。）の駐車場として使用する目的で、賃料を月額10,000円として貸し渡した（以下、この契約を「本件賃貸借契約」という。）。
2. ＢとＣは、2023年11月22日、Ｂが自動車販売店から購入する本件自動車の代金をＣが立替払すること等を内容とするオートローン契約（以下、「本件立替払契約」という。）を締結した。本件立替払契約の要旨は、①Ｃは、本件自動車の代金を立替払し、Ｂは、Ｃに対し、上記立替払により発生する債務（以下、「本件立替金債務」という。）を頭金のほか60回に分割して支払う、本件自動車の所有権は、自動車販売店からＣに移転し、Ｂが本件立替金債務を完済するまで同債務の担保としてＣに留保される、③Ｂは、自動車販売店から本件自動車の引渡しを受け、善良な管理者の注意をもって本件自動車を管理し、本件自動車の改造等をしない、④Ｂは、本件立替金債務について、分割金の支払を怠ってＣから催告を受けたにもかかわらずこれを支払わなかったとき、強制執行の申立てのあったときなどは、当然に期限の利益を喪失し、残債務全額を直ちに支払う、⑤Ｂは、期限の利益を喪失したときは、事由のいかんを問わず、Ｃからの同人が留保している所有権に基づく本件自動車の引渡請求に異議なく同意する、⑥ＣがＢから本件自動車の引渡しを受けてこれを公正な機関に基づく評価額をもって売却したときは、売却額をもって本件立替金債務の弁済に充当するというものであった。
3. Ｂは、2024年3月以降現時点まで、本件立替払契約上の分割金の支払をしていない。
4. Ｂは、本件賃貸借契約に基づく2023年12月分以降の賃料を支払わなかった。そこで、　　　
Ａは、2024年4月27日付けで本件賃貸借契約を解除する意思表示をした（同年4月29日到達）。
5. 本件賃貸借契約終了後も、本件土地上には本件自動車が駐車されている。
6. 現在は、2026年7月5日である。
〔設問〕【事実】1から6までを前提として、本件立替払契約にもかかわらず、本件自動車の所有権がＢに帰属する場合、Ａは、誰に対して、本件自動車の撤去を請求することができるかを検討しなさい。なお、問題の検討にあたって、事実の補足が必要な場合には、その事実を補足して検討しなさい。
